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これまでの経緯

年⽉ タイトル 概要

2010年11月
【NTT東⻄公表】
PSTNのマイグレーションについて
〜概括的展望〜

•2025年頃にPSTNからIP網への移⾏を完了
•2010年時点でのサービスの⾒通しについて公表し、課題解決に
向けた検討を開始

2015年11月 【NTT持株公表】
『固定電話』の今後について

•お客様にできる限り負担をおかけしないよう「固定電話」を維持する
こと、できる限り効率的に提供できるように⾒直す

2017年 4月 【NTT持株・東⻄発表】
固定電話のIP網移⾏後のサービス
及び移⾏スケジュールについて

•メタルIP電話の提供条件や終了予定サービス等について、 2017年
4月時点でNTT東⻄の考えをお⽰しし、IP網への移⾏後も お客様
が引き続き安⼼してご利⽤いただけることをご説明

2017年10月
【NTT東⻄公表】
固定電話のIP網への移⾏後のサー
ビス及び移⾏スケジュールについて

•メタルIP電話の料⾦・提供条件等について、確定・具体化した内容
を公表

•悪質な販売勧誘を防止するため、広く丁寧にお伝えしていき、安⼼
してご利⽤いただけるよう努めていく考えをご説明

2019年 6月 【NTT東⻄発表】
固定電話のIP網への移⾏に向けた
取組み状況について

•2018年度に取り組んできた内容についてご説明
（お客様対応、緊急通報機関対応、事業者間対応）

第28回
電話網移⾏円滑化

委員会

第37回
電話網移⾏円滑化

委員会

 固定電話のIP網への移⾏にあたっては、2010年に公表した概括的展望以降、お客様にできる
限り負担をおかけしないこと、引き続き安⼼して電話サービスをご利⽤いただけることをご説明。
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事業者間意識合わせの場

個別対応による移⾏提案

継続サービススペック検討

補完策
提供

消費者被害防止のための
注意喚起

契約引継ぎに
係るお知らせ

ダイレクトメール
によるサービス
終了のお知らせ

IP網移⾏に向けたスケジュール

「固
定
電
話
網
の
円
滑
な
移
行
の
在
り
方
」
二
次
答
申

2 0 1 7年 20 1 8年 2019年 2 0 2 0年 20 2 1年 2 0 2 2年 20 2 3年 20 2 4年 20 2 5年 ・ ・ ・

お
客
様
対
応

緊
急
通
報

機
関
対
応

事
業
者
間

対
応

関係団体と連携した加盟企業に対するお知らせ

受理機関に対する
光IP受理回線のご提案

三本庁等との協議 ・光IP受理回線提供開始
（2020年2⽉）
・自動呼び返し機能提案
（メタルIP発・⾼度化指令台着）

終
了
サ
ー
ビ
ス

継
続

サ
ー
ビ
ス

2022年1⽉
スペック・契約
引継ぎ公表
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2019年4⽉〜2020年3⽉

移⾏完了に向けた
アプローチ

提供に向けた準備

▲2019年11月
新規販売終了(INSネット以外)

設
備
移
⾏

仕様検討
・標準化

事業者間の接続場所
（繋ぐ機能POI）準備

他事業者
とのIP接続

Ｉ
Ｐ
接
続
開
始

他事業者発
「固定電話」
着のIP接続

「固定電話」
発通話の
IP網切替

Ｉ
Ｐ
網
移
⾏
完
了

Ｉ
Ｐ
網
移
⾏
開
始

・その他終了サービス

・INSネットディジタル通信モード



（参考）終了サービスおよび継続サービス
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継続サービス

 基本的な音声サービス
• 公衆電話
• 110（警察）118（海上保安）119（消防）
• 104（番号案内）
• 115（電報）

• キャッチホン
• ボイスワープ
• フリーアクセス
• ダイヤルイン
• 硬貨収納等信号送出機能（ピンク電話） 等

 緊急通報

終了サービス

 INSネット ディジタル通信モード
 INSネット ディジタル通信モード以外

＜特定の利⽤が想定されるサービス＞
• ビル電話
• ⽀店代⾏電話
• ノーリンギング通信
• 有線放送電話接続電話
• トーキー案内

＜左記以外＞
• トリオホン
• なりわけ
• 着信⽤電話
• 発着信専⽤

• 発着信専⽤
• でんわばん
• 短縮ダイヤル
• キャッチホン・ディスプレイ
• 二重番号

• ナンバー・アナウンス
• 114（話中調べ）
• 空いたらお知らせ159
• ナンバーお知らせ136



1. お客様対応に関する状況



・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード)
・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード以外）
・継続サービス



（1）利⽤⽤途別対応状況と今後の取り組み

主な対応先 利⽤⽤途 対応状況と今後の取り組み

業界団体
・

主要企業
・

お客様
（7⽤途）

クレジットカード端末  スキミング防止対策としてICチップ対応端末への移⾏（割賦法改正）により、ゼロ化の⾒込
み（2020年）

当社HPへの移⾏事例等の掲載について日本クレジット協会様にご相談POS

レセプトオンライン
 マイナンバーカードにより患者の情報をオンラインで確認する仕組みが厚労省から推奨されたこ
とから、専⽤端末の更改が加速（2021年開始）

加盟企業様に向けたお知らせや説明会等についてJAHIS様にご相談

電子バンキング
 2017年全銀協標準通信プロトコル（TCP／IP手順・広域IP網）制定
上記プロトコルが推奨されていること（2017年11月報道発表）から専⽤端末・アプリの更改
が加速

会員銀⾏様の移⾏状況把握に向けて全国銀⾏協会様と協議

電子商取引（EDI）
 EDIシステムベンダによるエンドユーザのEDIシステム切替の促進
補完策の提供期限及びディジタル通信モードの新規販売停止、及び業界内の移⾏状況把
握についてJiEDIA様と協議

警備 提供エリア（未提供・配線困難）、停電対応・小型ONUの利⽤について全国警備業協会
様と協議

ラジオ 提供エリア（未提供・配線困難）と開通期間（特に臨時利⽤時）について日本⺠間放送
連盟様と協議

お客様
（4⽤途）

銀⾏ATM 地銀等のATM⽤回線の移⾏を促進（地銀26⾏・地方信⽤⾦庫1⾏・JA9グループ）
企業内WAN

 リレーションのあるお客様約22万社へ訪問・利⽤⽤途把握・移⾏提案を実施G4FAX
ビル管理・エレベーター監視

終了サービス
（INSディジタル通信）

 INSネット ディジタル通信モードの11の利⽤⽤途ごとに業界団体・主要企業・お客様対応を実施。
 多くの⽤途において主要企業によるお客様（エンドユーザ）のNW切替を促進。
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（2）利⽤実態調査結果（サンプル）

 法⼈のお客様へ利⽤実態調査の結果、ディジタル通信モードのご利⽤は全体の約13％。
 従前の11の利⽤⽤途を確認。引き続きこれまでの取り組みを充実させていく。

終了サービス
（INSディジタル通信）

約13%

音声モードのみの
利⽤が判明
約87%

ディジタル通信モードの利⽤が判明

利⽤⽤途 割合

警備 32%

企業内WAN 22%

クレジットカード端末 12%

POS 10%

電子バンキング 7%

レセプトオンライン 7%

電子商取引（EDI） 6%

G4FAX 3%

銀⾏ATM 1%

ビル管理・エレベータ監視 0.27%

ラジオ 0.02%

集計時期︓2020年5月
調査方法︓電話及び訪問
調査対象︓約45,000ユーザ



（3）お客様対応状況 終了サービス
（INSディジタル通信）

 2019年度は、当社とリレーションのあるお客様に対し、代替策への移⾏提案を実施。約22万ユー
ザについて個別対応し、約4万ユーザが代替策へ移⾏。

 2020年度は、これまでの活動に加え、業界関連企業と連携し、エンドユーザの切替を進めていく。

約51万ユーザ(2020年3月末) 9

ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
送
付

約
51
万
ユ
ー
ザ

法⼈のお客様
約15万ユーザ

当社が個別対応中
約22万ユーザ
リレーションがある
法⼈のお客様

代替策へ移⾏
約4万ユーザ

個⼈のお客様
約14万ユーザ

主な利⽤⽤途 当社の対応

クレジットカード端末

・業界関連企業（ベンダ等）と
連携し、お客様の切替を促進

・当社よりダイレクトメールをお送り
し、お客様の移⾏を促進

POS

レセプトオンライン

電子バンキング

電子商取引
（EDI）

主な利⽤⽤途 当社の対応
銀⾏ATM

・当社とリレーションのあるお客様
に対し代替策への移⾏提案を
実施

企業内WAN
G4FAX

ビル管理・エレベーター監視

各業界の団体・関連企業
との連携により対応
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（参考）お客様へのお知らせ 終了サービス
（INSディジタル通信）

送付対象 INSネットを利⽤しているお客様

送付数 約36万ユーザ

送付時期 2019年12月〜2020年2月

ダイレクトメールの送付状況

クレジット端末

電子商取引（EDI）

レセプトオンライン

企業内WAN

G4FAX

電子バンキング

⽤途



■前回報告時から2社が新規で検証を実施。伝送遅延のばらつきが生じるものの、いずれにおいても端末間のデータ送受信は可能であることを確認。
■引き続きお知らせの場を通じ検証環境の紹介を⾏い、結果についても継続して公表に向けた相談を実施。

（参考）「補完策」の検証環境の利⽤状況・今後の⾒通し(5/30時点)

①お問い合わせ
・テストベッドに関する問合せ有

③検証中
・利⽤者による検証実施中
および結果の確認

④検証完了 ※検証結果公表ページ
https://web116.jp/phone/testbed/results.html（東日本）
https://www.NTT-west.co.jp/denwa/testbed/result.html（⻄日本）

②検証検討
・検証の詳細説明
・社内検討中

新規、更新: 前回報告（2019年6月）からステータス更新
太字︓関係団体等

終了サービス
（INSディジタル通信）

利⽤⽤途 累計社数
（前回差分）

通信
可否

POS

0社

東芝テック、富士通 1（0） NECプラットフォームズ ○

クレジット端末 パナソニックシステムネットワークス、
(A社) 2（0） (B社)、(C社) ○

警備／緊急通報 綜合警備保障 3（0） (D社)、(E社)、(F社) ○

ラジオ放送 1（0） ⺠放連 ○

電子バンキング 2（0） 全国銀⾏協会、(G社) ○

電子商取引
（EDI） NTTデータ カスタマサービス

JEITA（三菱電機
インフォメーション
ネットワーク）

7（0） JISA(9社合同)、JISA(セイコーソリューションズ)、JEITA(⽇⽴製作所(⽇⽴ソ
リューションズ))、ネオアクシス、キヤノンITソリューションズ、インターコム、(H社)、(I社) ○

ビル管理
エレベーター監視 (J社) 2（0） (K社)、(L社) ○

G4FAX 富士ゼロックス 5（0） リコージャパン、キヤノンマーケティングジャパン、メタテクノ、NTT、リコー ○

銀⾏ATM 富士通 1（0） (M社) ○

企業内WAN 日本電気 7（0） アレクソン、シスコシステムズ、ヤマハ、富士通、アライドテレシス、日本IBMソリューション
サービス、J-NET ○

そ
の
他

汎⽤端末 沖電気⼯業、日⽴製作所 (N社) 5（1） 日本制禦機器、シスコシステムズ、NTT(テレビ電話)、NTT(TA)、NTT(ルータ)、
(O社)、セゾン情報システムズ ○

保守・監視 7（1） 東洋計器、テレメータリング推進協会(NTTテレコン)、テレメータリング推進協会
(東京ガスiネット)、(P社)、(Q社)、(R社)、(S社)、(T社) ○

10社0社 公表︓5団体+19社 非公表︓17社1団体＋2社
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■前回報告時から17社が新規で検証を実施、3社の検証が進捗。伝送遅延のばらつきが生じるものの、いずれにおいても端末間のデータ送受信は可
能であることを確認。
■引き続きお知らせの場を通じ検証環境の紹介を⾏い、結果についても継続して公表に向けた相談を実施。

（参考）アナログモデム通信の検証環境の利⽤状況・今後の⾒通し(5/30時点)

①お問い合わせ
・テストベッドに関する問合せ有

③検証中
・利⽤者による検証実施中および
結果の確認

④検証完了※検証結果公表ページ
https://web116.jp/phone/testbed/results2.html（東日本）
https://www.NTT-west.co.jp/denwa/testbed/result_call-mode.html（⻄日本）

②検証検討
・検証の詳細説明
・社内検討中

新規、更新: 前回報告（2019年6月）からステータス更新
太字︓関係団体等

終了サービス
（INSディジタル通信）

利⽤⽤途 累計社数
（前回差分）

通信
可否

警備／緊急通報

0社

(A社) 3（0） 綜合警備保障、富士通ソーシャルライフシステムズ、(B社) ○

放送 1（1） キヤノンマーケティングジャパン ○

電子商取引
（EDI） 2（0） JISA、JISA(セイコーソリューションズ)、(C社) ○

ビル管理
エレベーター監視 1（0） (D社) ○

FAX 18（14）
個人申し込みによる検証、リコー、NTT、(E社)、富士ゼロックス、(F社)、京セラドキュ
メントソリューションズ、(G社)、セイコーエプソン、メタテクノ、シャープ、村田機械、(H社)、
キヤノン、ブラザー⼯業、コニカミノルタ、富士通ソーシアルサイエンスラボラトリ、パナソ
ニック

○

そ
の
他

汎⽤端末 4（0） アイ・オー・データ、ラトックシステム、富士通コンポーネント、(I社) ○

保守・監視
エステム、(J社)、日
⽴ビルシステム、(K
社)

5（2） (L社)、岩崎電気、(M社)、(N社)、(O社) ○

0社0社 公表︓1団体+21社 非公表︓12社5社
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・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード)
・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード以外）
・継続サービス



（1）お客様へのご案内方法

• ビル電話
• ⽀店代⾏電話
• ノーリンギング通信
• 有線放送電話接続電話
• トーキー案内

• トリオホン
• なりわけ
• 着信⽤電話
• 発着信専⽤
• でんわばん
• 短縮ダイヤル

• キャッチホン・ディスプレイ
• 二重番号
• ナンバー・アナウンス

ダイレクトメールによる終了時期や代替策の
お知らせに加え、個別訪問・提案を実施して
いるところ

ダイレクトメールによる終了時期や代替策の
お知らせを中心とし、必要に応じて訪問・提
案も実施しているところ

ダイレクトメールによる終了時期や代替策の
お知らせを実施しているところ

• 114（話中調べ）
• 空いたらお知らせ159
• ナンバーお知らせ136

ダイレクトメールによる終了時期のお知らせを
実施しているところ

終了サービス終了サービス主なお客様主なお客様

法人のお客様

個人のお客様

お客様へのご案内方法お客様へのご案内方法代替策代替策

ネットワーク
サービスの

提案が必要

端末等で
代替が可能

端末等で
代替が可能

端末等で
代替が可能

 サービスごとの特徴に応じて、ダイレクトメールや訪問により終了時期・代替策をお知らせする考え。
 特定の利⽤が想定される5サービスについては、個別訪問によるご提案を実施しているところ。

終了サービス
（INSディジタル通信以外）

14
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（2）お客様対応状況（5サービス） 終了サービス
（INSディジタル通信以外）

 全てのお客様へダイレクトメールによりサービス終了をお知らせしたことに加え、2019年度は個別
訪問等によりお客様のご利⽤状況に応じた代替策への移⾏をご提案。

 有線放送電話接続電話については残る1ユーザのお客様に移⾏意思を確認済。その他の4サービ
スについても回線数を多く保有するお客様に対し個別に対応を実施。

サービス 契約数
(2020年3月末) 主なお客様 対応状況・方針

ビル電話 216グループ
（約2.1万回線）

市場・自治体等約40グループで
全体の約80%の回線を保有

概ね全てのお客様に対し個別
訪問による利⽤状況ヒアリング・
代替策移⾏提案を実施

16グループ
移⾏済

⽀店代⾏電話 55ユーザ
（244回線）

引越業者・運送業者等約10ユー
ザで全体の約80%の回線を保有

9ユーザ
移⾏済

ノーリンギング通信 81ユーザ
（331回線）

ガス事業者・電⼒事業者等約20
ユーザで全体の約80%の回線を保
有

3ユーザ
移⾏済

有線放送電話接続電話 1ユーザ
（5回線） 有線放送事業者 IP網切替までに移⾏いただく

ことを確認済 ー

トーキー案内 214ユーザ
（261回線）

法人のお客様
（自治体、競艇等）

お客様への個別訪問による
利⽤状況ヒアリング・代替策移
⾏提案を実施

6ユーザ
移⾏済
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（3）お客様対応状況（5サービス以外）
 サービスごとの特徴を踏まえ、ダイレクトメールによるお知らせや必要に応じた個別対応を実施。

契約数/利⽤数
(2020年3月末) 主なお客様 利⽤形態 対応状況・方針

トリオホン 327ユーザ 法人のお客様（裁判所等）

契約者のお客様にて利⽤

ダイレクトメールによる
サービス終了のお知らせを実施

INSネット ディジタル通信モード
や5サービス※1を合わせてご利⽤
の場合は個別対応を実施

なりわけ 77ユーザ

法人のお客様

着信⽤電話 8,240ユーザ

発着信専⽤ 7,524ユーザ

でんわばん 6,325ユーザ

短縮ダイヤル 18,739ユーザ

キャッチホン・ディスプレイ 14,127ユーザ

個人のお客様 契約者のお客様にて利⽤ ダイレクトメールによるサービス終
了のお知らせを実施二重番号 1,110ユーザ

ナンバー・アナウンス 9,438ユーザ

114（話中調べ） 261万接続※2

個人のお客様 都度利⽤（非契約型） ダイレクトメールによるサービス終
了のお知らせを実施空いたらお知らせ159 2,928接続※2

ナンバーお知らせ136 244万接続※2

終了サービス
（INSディジタル通信以外）

※１ ビル電話・⽀店代⾏電話・ノーリンギング通信・有線放送電話接続電話・トーキー案内 ※2 2019年4月〜2020年3月の総接続数



・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード)
・終了サービス（INSネット ディジタル通信モード以外）
・継続サービス



（1）消費者被害防止に向けたお知らせ
 IP網移⾏に便乗した悪質な販売勧誘を防止することを目的に、これまで複数回注意喚起のお知ら
せを実施。

 2019年度は、請求書同封チラシ等に加え、自治体広報誌等や消費者団体HPに注意喚起のお
知らせを掲載。

2024年
1⽉

2017年 2022年1⽉頃

10月17日
サービス終了時期

の確定・公表

4月
切替後の加⼊電話等の

料⾦・提供条件
(予定)の公表

切替後の加⼊電話等の
料⾦等の確定、

契約引継ぎ案内の開始

・切替後の加⼊電話等への
契約引継ぎ

・終了サービスの提供終了

2025年
1⽉

2017年 2018年 2019年

• 新聞広告掲載
• 請求書同封のお知らせ
• ダイレクトメール送付

• 請求書同封のお知らせ
• 請求書のハガキや封筒へのお知らせ掲載
• 婦⼈団体機関誌へのお知らせ掲載

• 請求書同封のお知らせ
• 請求書のハガキや封筒へのお知らせ掲載
• 婦人団体機関誌へのお知らせ掲載
• 自治体広報誌や消費者団体のHPへの
お知らせ掲載

2019年

IP網への移⾏に便乗した消費者被害の発生防止

IP網への移⾏に関する認知度向上 切替後の加⼊電話等への
契約引継ぎに関するお知らせ

18

継続サービス



（2）お客様からの声の状況

Ｎ＝57,209

36,417件
（64％）3,323件

（6％）

1,881件
（3％）

12,342件
（22％）

2,572件
（4％）

674件
（1％）

一般のお問合せ・ご注文

IP網移⾏の概要について

販売勧誘について
IP網移⾏に伴い終了する
サービスについて
故障・不具合等について

その他

＜お問合せのあった事例＞
 「アナログが使えなくなるためデジタルに変更する⼯事が必要」という電話があった
 「機器を交換しないといけない」という訪問があった。利⽤継続するには手続きが必要か
 「NTTのサービスが終了するので光に切替えないといけない」という電話があった 等

継続サービス

 販売勧誘に関するお問合せ数については減少傾向。現時点で悪質な販売勧誘による被害は確認
されていない。

改めて正しい情報をオペレーターよりご案内

悪質な販売勧誘は
385件（0.7％）

専⽤コールセンター⼊電状況専⽤コールセンター⼊電状況
（2019年４⽉〜2020年3⽉）

19



（3）お知らせ内容（1/2） 継続サービス

請求書へのお知らせ掲載 請求書同封チラシ

送付対象 • INSネット(住宅⽤)の全てのお客様
• 加⼊電話の全てのお客様 等

送付数 約1,400万通

送付時期 2019年6・12月

請求書同封チラシの送付状況

20



（3）お知らせ内容（2/2） 継続サービス

自治体広報誌への掲載
「市政だより くれ」（広島県呉市）

国⺠生活センターHPへの掲載

21



（4）消費者団体等との連携

消費生活センター

＜消費生活センター等からの声＞
「現在の電話回線が古くなり、光回線に切り替え

ることになった」と言って光回線を勧誘されたが、
キャンセルしたという事例があった

「アナログ回線が廃止になるため光回線へ変更し
なくてはならない」との勧誘事例があった。

⾼齢者がわかりやすい案内をしてほしい
今後についても情報提供をお願いしたい
お客様へのお知らせを徹底してほしい

等

＜2019年度消費生活センターへの情報共有＞
■実施時期 ︓2019年7・8・11・12月

︓2020年1・2・3月
■実施エリア ︓全国45都府県
■実施延べセンター数︓約166センター

継続サービス

 広くIP網移⾏に関する理解の浸透を図ることを目的に、地域婦⼈団体の機関誌への広告掲載を
通じ、IP網移⾏に便乗した消費者被害の発生防止に向けた注意喚起を実施。

地域婦⼈団体の機関誌への広告掲載状況等

全25紙
(2019年度）

22



2.緊急通報に関する状況



緊急通報を確実につなぐための実現方法

24

24通報者
IP網

Ｏ
Ｌ
Ｔ 光IP

指令台

① コールバックも可能な光IP受理回線を設置
＜NTT収容ビル＞

無停電装置
(バッテリー)

指
令
制
御

装
置
等

コールバックも可能な光IP受理回線 Ｏ
Ｎ
Ｕ LAN

ポート＋
「つながりやすくなる5機能※」

＜各受理機関本部＞

※①1XY番号通知、②転送解除、③着信拒否解除、④第三者発着信制限、⑤災害時優先接続

通報者
IP網 ⾼度化

指令台

⾼度化指令台向けの受理回線
(既存のISDN回線をメタルIP電話回線として移⾏)

＜各受理機関本部＞＜NTT収容ビル＞

Ｄ
Ｓ
Ｕ

② ⾼度化指令台向けの回線保留の代替策

無停電装置
(バッテリー)

電話ポート
(ISDN)メ

タ
ル

収
容
装
置

Ｏ
Ｌ
Ｔ

指
令
制
御

装
置
等

コールバック回線(光回線)
Ｏ
Ｎ
Ｕ

A
D
P

LAN
ポート

電話ポート
(ISDN/アナログ)

＋
「つながりやすくなる5機能※」

①光IP受理回線の
導⼊に向けた対応

②IP網移⾏後の回線
保留の新たな代替策

 IP網への移⾏後も緊急通報を確実につなぐため、各受理機関の指令台更改時期を踏まえて、
① 光IP指令台に更改以降は、コールバックも可能な光IP受理回線を設置
② ⾼度化指令台をご利⽤の間は、既存の受理回線とは別のコールバック回線設置をご提案

 ②について、メタルIP発・⾼度化指令台着呼に限り、新たな代替策(自動呼び返し機能)をご提案



①光IP受理回線の導⼊に向けた対応

2019年 2024年〜

2020年2⽉
光IP受理回線
提供開始

2024年1⽉

指令台更改時期が
2020〜2023年

現状

指令台更改時期が
2024年以降

現状
（既存受理回線で回線保留・逆信）

指令台を
光化対応し、
光IP受理回線
を導⼊コールバック回線

でコールバック

更改

一部消防本部にて導⼊開始

 光IP受理回線の導⼊に向け、指令台メーカー等と連携し、回線切替の準備を実施（10消防本
部にて導⼊済）

IP網への
移⾏開始

2020年 2021年〜2023年

更改

25

指令台改修

既存の受理回線
で自動呼び返し

（既存受理回線） 導⼊済
10本部

（2020.6時点）

導⼊予定
120本部

※消防（400本部）、警察（52本部）、海保（11本部）については、導⼊時期を調整



（参考）光IP受理回線の導⼊に向けた対応状況

26

 光IP受理回線の導⼊に向け、指令台操作に関する消防本部からの要望を丁寧にヒアリングし、指
令台メーカーと連携して対応するとともに、説明会の開催や検証環境を提供。

 2020年２⽉より提供を開始し、導⼊済の消防本部からは、回線切替も円滑に実施され、指令台
の操作性に関しても問題なく運⽤できているとの声をいただいている状況。

2019年度 2020年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期

全体

本部
個別

消防本部への課題ヒアリング

▲3〜8月
消防の指令台メーカー説明会（計7回）

▲7月〜10月
検証環境提供（3社・計6回）

切替前試験
個別打合せ（導⼊本部・メーカー・NTT）

導⼊前⽀援 導⼊後アフターフォロー切替準備

切替体制構築 導⼊本部への個別フォロー

切替（10本部）

▲2月
光IP受理回線提供開始



2017年6月2日 第32回
電話網移⾏円滑化委員会

プレゼン資料一部抜粋
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②IP網移⾏後の回線保留の代替方法
 二次答申にて、IP網移⾏後に自動呼び返し機能を実装するには多⼤なコストが必要になるため、
コールバックにてご対応いただくこととして整理。



②メタルIP電話発・⾼度化指令台着における自動呼び返しの提供

パターン 発 着 現状
IP網移⾏後

2017年ご説明時 変更後

（A） ひかり電話 ⾼度化指令台 自動呼び返し 自動呼び返し 自動呼び返し

（B） 加⼊電話・INSネット
（メタルIP電話） ⾼度化指令台 回線保留・逆信 コールバック 自動呼び返し

（C） 加⼊電話・INSネット
（メタルIP電話） IP指令台 コールバック コールバック コールバック

（D） ひかり電話 IP指令台 コールバック コールバック コールバック

28

 消防より、「⾼度化指令台へコールバック回線を収容するための改修費⽤の負担は困難」とのご意
⾒をいただいたところ。

 その後、IP網移⾏後のメタルIP電話の仕様詳細が明らかになったことに伴い、メタルIP電話発・
⾼度化指令台着（B）に限り、低コストでの自動呼び返し機能の具備が可能となった。

 なお、（A）・（C）・（D）においては、従前のご説明内容からの変更なし。
⇒IP網移⾏後の⾼度化指令台においては、自動呼び返し機能により回線保留を代替することも可能。



（参考）メタルIP電話発・⾼度化指令台着における自動呼び返しイメージ
 メタルIP発着呼をPSTN信号のまま処理した場合、以下の事象が想定されたことから、IP信号に
変換して処理する方式に信号処理を変更
• 故障回復の迅速性の低下（PSTN信号とIP信号の双方で切り分けが必要）
• PSTN技術者の減耗等によるサービス品質の維持困難性

■ その結果、ひかり電話からPSTNに跨る既存の自動呼び返し機能が流⽤可能となった。

29

2017年当初の想定 現在（信号方式の⾒直し後）

⾼度化指令台通報者 通報者 IP指令台 ⾼度化指令台通報者 通報者 IP指令台

IP網IP網メタルIP網

メタル収容装置

メタルIP網

メタル収容装置

加⼊
ルータ

IP向けIP向けPSTN向けPSTN向け IP向けIP向けPSTN向けPSTN向け

変換装置 変換装置

呼接続
保持機能

加⼊SIPサーバ

加⼊
ルータ

加⼊
ルータ

加⼊SIPサーバ

加⼊
ルータ

呼接続
保持機能

PSTN信号
のまま処理 IP信号に変

換して処理

既存の機能が
流⽤可能



3. 事業者間での対応状況



（1）事業者間での対応状況

議論内容 開催回数 参加事業者

＜事業者間意識合わせの場等における対応状況＞

双方向番号ポータビリティの運⽤方法等の検討

費⽤負担等、個別のテーマについて検討

IP-IP接続の実現に向けた技術的課題の検討

共⽤L2スイッチに関する運⽤方法等の検討

マイラインの廃止に向けたお知らせ・移⾏スケジュール等の検討

精算方式に係る運⽤方法の検討

番号案内における接続料の精算単位等の検討

緊急通報の技術条件・移⾏方法・費⽤負担等の検討

テーマ別検討会

双方向番号ポータビリティ会合

技術検討の場

「共⽤L2スイッチ」に係る議論の場

マイライン事業者協議

事業者間料⾦精算に係る運⽤会合

「番号案内」に係る個別会合

「緊急通報呼」に係わる個別会合

19社

28社

27社

18社

７社

24社

14社

18社

29社

12回

7回

11回

11回

6回

9回

11回

10回

7回各検討会・会合での議論結果の報告・共有等

 第37回電話網移⾏円滑化委員会以降※、事業者間意識合わせの場を計7回開催。
 2021年1⽉からのIP接続の開始に向け、事業者間で下記のテーマ毎に議論を⾏っている。

意識合わせの場

31
※2019年7月〜2020年6月迄



（2）移⾏方法
 2021年1⽉からのIP相互接続に向け、当初のスケジュール通り技術的な条件や必要となる手続
きについて、NTT東⻄より各事業者へ提⽰し、手続きを開始。

 各事業者の移⾏⼯程について、現時点の検討状況のヒアリングを⾏い、今後も各社の進捗状況
を定期的に把握の上、全事業者で共有し、着実に移⾏を進めていく。

 なお、繋ぐPOIビルに設置する当社装置のインターフェースについては、意識合わせの場で開⽰し、
特に異論は頂いていない。仮にインターフェースの追加要望があれば、個別に対応していく。

技術面の検討 手続き・制度面の検討
凡例︓太字︓2021.1のIP相接開始までに全社で検討が必要な課題

32



（2）（参考）移⾏スケジュールの全体像

【⼯程①】
POIビル環境を構築

【⼯程②】
準備ができた事業者より、IP-IP接続を開始

【⼯程③】
NTT東⻄メタルIP電話と
各事業者網とのIP相互接続

「固定電話」発
の切替開始IP接続開始 切替完了

2021年1⽉ 2024年1⽉ 2025年1⽉
関係する事業者※
の着信側準備完了

Ⅴ. 「固定電話」発の通話を
順次ＩＰ網経由へ移⾏Ⅰ. 「ひかり電話」発 他事業者着のIP接続

Ⅱ. 他事業者発 「ひかり電話」着のIP接続 および 他事業者間のIP接続

Ⅲ. 加⼊者交換機をIP網に接続 Ⅳ. 他事業者発 「固定電話」着のIP接続

※サービス呼における着信事業者

網内呼（ひかり電話発PSTN着）の
経路を変換装置経由に先⾏切替え

2023年1⽉

ひかり電話・「固定電話」着の一括
切替がいずれのタイミングでも可能
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（参考）各社様ごとのスケジュール感（個別ヒアリング結果の取りまとめ）（1/2）第64回 意識合わせの場
「IP-IP接続に向けた検討」資料抜粋

委員限り
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（参考）各社様のスケジュール感（個別ヒアリング結果の取りまとめ）（2/2）第64回 意識合わせの場
「IP-IP接続に向けた検討」資料抜粋
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委員限り



（2）（参考）当社が繋ぐPOIビルに設置する装置のインターフェース仕様

36

第33回 技術検討の場
「IP相互接続NNI技術条件
等（仮）1.4版」資料抜粋



（3）移⾏期、移⾏後における費⽤負担の考え方

移⾏期における費⽤負担の考え方

移⾏後の費⽤負担の考え方

• IP接続のために新たに構築する設備（SBC・ENUM等）のコスト把握については、個別に把握できる設備は把握し、個別把握が
困難なもの（個別に費⽤把握するために稼動やコストがかかるもの）は一体的に機能する設備に含めて取り扱う。

• 既存設備に係る費⽤負担方法については、現時点においても各社間での協議等を通じ、各設備に応じた費⽤負担方法が定めら
れているため、IP網移⾏後においても現⾏の整理を踏まえ各社間で協議を⾏うことを基本とする。

• 費⽤按分方法（コストドライバ）は呼量（トラヒック）とする。
• 設備を利⽤する呼量（トラヒック）の把握が困難な場合、簡便化のため対象呼を自網内呼・相接呼（自社料⾦設定呼・他社

料⾦設定呼）の全てのトラヒック、もしくは相接呼（自社料⾦設定呼・他社料⾦設定呼）のみのトラヒックとすることも採り得る

 費⽤負担方法については、当事者間の協議に委ねられるのが原則だが、全事業者においてセーフ
ティネットとなりうる費⽤負担の考え方について事業者間で議論。

 移⾏期、移⾏後の費⽤負担の考え方については以下の内容を事業者間で整理。

• 全事業者が五月⾬に移⾏することでSTM-POI接続とIP-POI接続にかかる設備を二重に持つことについて、IP-IP接続への移⾏
にあたって必要不可⽋であり、非効率な設備構築・維持をしている訳ではないため、全ての事業者がIP網へ移⾏するまでは、それ
ぞれの接続に係る設備について必要な費⽤として回収する。

• 移⾏の先後により負担の有利不利が⽣じることがないよう、事業者間の公平性確保の観点から、STM-POIとIP-POIの費⽤を合
算して全事業者で負担する。
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（4）検討状況（①共⽤L2スイッチ、②番号ポータビリティ）

共⽤L2SW資産保有事業者

 共⽤L2スイッチについては、構築及び実機検証に係わる契約を資産保有事業者と2020年4⽉に
締結完了。2021年12⽉末までに構築及び実機検証を完了させる予定。

 番号ポータビリティに係る検討においては、双方向番号ポータビリティの運⽤方法とロケーションポー
タビリティの範囲拡⼤に向けた方向性を議論。今後は運⽤方法やシステム仕様について、詳細検
討を⾏いつつ、双方向番号ポータビリティの実現に向けた全体の枠組みについても議論を進める。

委員限り

番号ポータビリティ、ロケーション
ポータビリティに係る議論項目

＜番号ポータビリティ＞
・ 申込時における業務フロー
・ ⼯事における業務フロー

＜ロケーションポータビリティ＞
・ ロケーションポータビリティ可能な地理的範囲
・ 同一番号移転可否情報調査の扱い
・ 双方向番ポと同時申込みの場合の業務フロー
・ お客様説明内容及び実施方法
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※今後、詳細な仕様やシステムの検討・開発、費⽤負担などについて議論



（4）検討状況（③マイライン、④固定発・携帯着の利⽤者料⾦設定）
 マイラインの代替となる通話サービス卸の卸料⾦については、全事業者で統一することが望ましく、
NTT東⻄より2案提⽰したものの事業者で意⾒が分かれたため、卸元となるNTT東⻄において卸
料⾦を決定。

 固定電話発・携帯電話着の利⽤者料⾦の扱いに係る案内については、コストミニマムかつユーザの
混乱を極小化するため、2022年初頭にメタルIP電話の提供条件に関する案内と併せて⾏うこと
で認識を合わせ、2021年中頃までに料⾦設定の扱いについて合意できるよう議論を進めていく。

通話サービス卸料⾦ 固定発・携帯着の利⽤者料⾦設定に関する
これまでの議論委員限り

【議論の対象呼】
固定電話発／公衆電話発・携帯電話着呼

【課⾦方法】
料⾦設定を発側とする場合、一つの課⾦方法に統
一。着信側とする場合は、複数案のなかで検討中。

【ユーザ等への対応】
料⾦設定が発側の場合は発側事業者(NTT)が実
施。着側の場合は必要に応じて着側事業者が実施

【費⽤負担】
費⽤接続料原価には接続事業者の料⾦設定呼に
係る費⽤のみ算⼊
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③（参考）メタルIP電話の料⾦・提供条件（通話料）
第28回 電話網移⾏円滑化委員会
当社プレゼン資料（資料28-2）抜粋
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2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

検討

IP接続開始 全ての事業者の
着信側準備完了

「固定電話」発の
切替開始 切替完了

（5）今後の検討スケジュール

POIビル環境の構築等POIビル環境の構築等 IP-IP接続を開始IP-IP接続を開始

事業者間での接続検証事業者間での接続検証

繋ぐ機能

構築構築

フロー検討フロー検討 業務フロー、業務仕様の詳細検討業務フロー、業務仕様の詳細検討 システム開発システム開発

運⽤整備運⽤整備▲標準的な業務フローの決定
双方向番号
ポータビリティ

費⽤負担 移⾏後の
接続料適⽤
移⾏後の
接続料適⽤移⾏期の接続料適⽤移⾏期の接続料適⽤

▲POIビル決定

共⽤L2
スイッチ

ユーザへの案内方法の検討ユーザへの案内方法の検討

移⾏方法検討移⾏方法検討
マイライン

LM料設 詳細仕様検討詳細仕様検討 システム開発システム開発各種条件の検討各種条件の検討

メタルIP電話と
各事業者とのIP接続
メタルIP電話と
各事業者とのIP接続

提供条件
検討

提供条件
検討

▲通話サービス卸提供条件確定

▲料⾦設定の適⽤

DM送付
(2回目)
DM送付
(2回目)

DM送付
(1回目)
DM送付
(1回目)

移⾏通知
書送付

移⾏通知
書送付

接続料適⽤に向けた
準備期間（各社）
接続料適⽤に向けた
準備期間（各社）

 2021年のIP接続開始に向け、各事業者との相互接続に向けた手続きを開始。
 引き続き事業者間で意識を合わせつつ移⾏に向けた準備・取組を着実に進めていく。

検証検証

▲開始

▲通話サービス卸開始

1⽉
▲メタルIP電話提供条件確定

1⽉
▲卸を活⽤した通話サービス条件確定

1⽉
▲メタルIP電話提供開始

▲料⾦設定の合意

▲各社事業性判断

事業者間での
接続検証

事業者間での
接続検証

システム詳細仕様検討システム詳細仕様検討
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